
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律【抜粋】 
（平成十七年十一月七日号外法律第百二十三号） 

 

（自立支援医療費の支給） 

第五十八条 市町村等は、支給認定に係る障害者等が、支給認定の有効期間内において、

第五十四条第二項の規定により定められた指定自立支援医療機関から当該指定に係る自

立支援医療（以下「指定自立支援医療」という。）を受けたときは、主務省令で定める

ところにより、当該支給認定障害者等に対し、当該指定自立支援医療に要した費用につ

いて、自立支援医療費を支給する。 

２ 指定自立支援医療を受けようとする支給認定障害者等は、主務省令で定めるところに

より、指定自立支援医療機関に医療受給者証を提示して当該指定自立支援医療を受ける

ものとする。ただし、緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合については、この

限りでない。 

３ 自立支援医療費の額は、一月につき、第一号に掲げる額（当該指定自立支援医療に食

事療養（健康保険法第六十三条第二項第一号に規定する食事療養をいう。以下この項に

おいて同じ。）が含まれるときは、当該額及び第二号に掲げる額の合算額、当該指定自

立支援医療に生活療養（同条第二項第二号に規定する生活療養をいう。以下この項にお

いて同じ。）が含まれるときは、当該額及び第三号に掲げる額の合算額）とする。 

一 同一の月に受けた指定自立支援医療（食事療養及び生活療養を除く。）につき健康保

険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額から、当該支給認定障害者

等の家計の負担能力、障害の状態その他の事情をしん酌して政令で定める額（当該政令

で定める額が当該算定した額の百分の十に相当する額を超えるときは、当該相当する額）

を控除して得た額 

二 当該指定自立支援医療（食事療養に限る。）につき健康保険の療養に要する費用の額

の算定方法の例により算定した額から、健康保険法第八十五条第二項に規定する食事療

養標準負担額、支給認定障害者等の所得の状況その他の事情を勘案して主務大臣が定め

る額を控除した額 

三 当該指定自立支援医療（生活療養に限る。）につき健康保険の療養に要する費用の額

の算定方法の例により算定した額から、健康保険法第八十五条の二第二項に規定する生

活療養標準負担額、支給認定障害者等の所得の状況その他の事情を勘案して主務大臣が

定める額を控除した額 

４ 前項に規定する療養に要する費用の額の算定方法の例によることができないとき、及

びこれによることを適当としないときの自立支援医療に要する費用の額の算定方法は、

主務大臣の定めるところによる。 

５ 支給認定に係る障害者等が指定自立支援医療機関から指定自立支援医療を受けたとき

は、市町村等は、当該支給認定障害者等が当該指定自立支援医療機関に支払うべき当該

指定自立支援医療に要した費用について、自立支援医療費として当該支給認定障害者等

に支給すべき額の限度において、当該支給認定障害者等に代わり、当該指定自立支援医

療機関に支払うことができる。 

６ 前項の規定による支払があったときは、支給認定障害者等に対し自立支援医療費の支

給があったものとみなす。 



 

（指定の更新） 

第六十条 第五十四条第二項の指定は、六年ごとにその更新を受けなければ、その期間の

経過によって、その効力を失う。 

２ 健康保険法第六十八条第二項の規定は、前項の指定の更新について準用する。この場

合において、同条第二項中「厚生労働省令」とあるのは、「主務省令」と読み替えるほ

か、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 

（指定自立支援医療機関の責務） 

第六十一条 指定自立支援医療機関は、主務省令で定めるところにより、良質かつ適切な

自立支援医療を行わなければならない。 

 

（変更の届出） 

第六十四条 指定自立支援医療機関は、当該指定に係る医療機関の名称及び所在地その他

主務省令で定める事項に変更があったときは、主務省令で定めるところにより、その旨

を都道府県知事に届け出なければならない。 

 

（報告等） 

第六十六条 都道府県知事は、自立支援医療の実施に関して必要があると認めるときは、

指定自立支援医療機関若しくは指定自立支援医療機関の開設者若しくは管理者、医師、

薬剤師その他の従業者であった者（以下この項において「開設者であった者等」という。）

に対し報告若しくは診療録、帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、指定自

立支援医療機関の開設者若しくは管理者、医師、薬剤師その他の従業者（開設者であっ

た者等を含む。）に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しく

は指定自立支援医療機関について設備若しくは診療録、帳簿書類その他の物件を検査さ

せることができる。 

２ 第九条第二項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第三項の規定は

前項の規定による権限について準用する。 

３ 指定自立支援医療機関が、正当な理由がなく、第一項の規定による報告若しくは提出

若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨

げ、若しくは忌避したときは、都道府県知事は、当該指定自立支援医療機関に対する市

町村等の自立支援医療費の支払を一時差し止めることを指示し、又は差し止めることが

できる。 


